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京 都 大 学  

内閣府政策統括官（科学技術・イノベーション担当） 
 

新国際無線通信規格ＩＥＥＥ ８０２．１５．１０最終仕様に対応した 

メッシュ型多段中継無線機の開発に成功 

 
ポイント 
 電源の供給が制限された環境にあるセンサーからの情報を、低消費電力で収集できる、メッシ

ュ型の多段中継無線機を開発。 

 新国際無線通信規格ＩＥＥＥ ８０２．１５．１０に対応したデータリンク層ルーティング方式（Ｌ２Ｒ）

を、世界で初めて搭載。 

 送信機会均等アルゴリズムを導入し、特定の端末に中継が集中しないように制御が可能。 

 内閣府 総合科学技術・イノベーション会議（ＣＳＴＩ）が主導する革新的研究開発推

進プログラム（ＩｍＰＡＣＴ）の原田 博司 プログラム・マネージャー（ＰＭ）の研究開

発プログラムの一環として、京都大学 大学院情報学研究科 原田 博司 教授の研究グル

ープは、数ｋｍ四方内にある数百のセンサーからの情報を、ＩＰ（インターネットプロトコル）を利用

しないメッシュ型の多段中継を利用することで、低消費電力で収集できる無線機を開発しまし

た。この無線機は、ＩｏＴ（Ｉｎｔｅｒｎｅｔ ｏｆ Ｔｈｉｎｇｓ：“モノ”のインターネット） 向け新国際無線通信

規格ＩＥＥＥ ８０２．１５．１０注１）最終仕様に世界で初めて対応しています。 

 既存の多段中継可能な無線センサーネットワークのうち、国際標準化されたものの多くは、ＩＰ

などのネットワーク層でのルーティング（経路選択）をベースにしています。そのため、データパ

ケット長が長く、工場や防災現場、農地などの電源供給が制限された環境にあるセンサーやモ

ニターでは、電池寿命が短いことが課題でした。 

 今回、平成２９年１月に制定されたデータリンク層ルーティング方式（Ｌ２Ｒ）の新国際無線規格Ｉ

ＥＥＥ ８０２．１５．１０を採用した無線機を、世界で初めて実現することにより、低消費電力でメッ

シュ型多段中継無線ネットワークを実現しました。さらに、特定の端末に中継が集中することを

防ぐ目的で、ＩＥＥＥ ８０２．１５．１０標準を変更せずにすむ新しい送信機会均等アルゴリズムを

開発し、この無線機に導入しました。このアルゴリズムを導入することにより、導入前と比べ消費

電力はそのままで送信回数の偏りを最大５０％程度低減することが可能になります。 

 この無線機の開発により、電源供給が制限された環境におけるＩｏＴの開発が加速されると期

待されます。なお、本研究のＩＥＥＥ ８０２．１５．１０に対応した通信プロトコルを実現する通信ソ

フトウェアは、京都大学より技術移転が行われる予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本成果は、以下のプログラム・研究開発課題によって得られました。 

  内閣府革新的研究開発推進プログラム（ＩｍＰＡＣＴ） 

  プログラム・マネージャー ： 原田 博司 

  研 究 開 発 プログラム ： 「社会リスクを低減する超ビッグデータプラットフォーム」 

  研 究 開 発 課 題 ： 「超ビッグデータ創出ドライバ用システム統合技術の研究開発」 

                     「超ビッグデータ創出ドライバ狭域系無線機の研究開発」 

  研 究 開 発 責 任 者 ： 原田 博司 （京都大学 大学院情報学研究科 教授） 

  研 究 期 間 ： 平成２８年度～平成３０年度 

本研究開発課題では、数ｋｍ四方内に存在する数万のメーターやセンサーからデータ収集や機

器制御を行う、超ビッグデータを創出可能な低消費電力無線機の研究開発に取り組んでいます。 
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■原田 博司 プログラム・マネージャーのコメント■ 

社会リスクを低減する超ビッグデータプラットフォームを構築するた

めには各種センサー、メーター、モニターから創出されたビッグデータ

を効率的に処理エンジンに伝送する必要性があります。しかし、電源供

給が制限された環境におけるセンサーなどでは、比較的短いデータ長で各端

末からの送信回数を一定化することができる多段中継通信国際標準規格が

必要になります。今回開発した無線機はこのすべてを満たす国際無線通信

規格ＩＥＥＥ ８０２．１５．１０を搭載し、さらに特定の端末だけ電

力消費が大きくならない送信機会均等アルゴリズムが追加搭載されてい

ます。この無線機開発の成功により、電源供給が制限された環境におけ

るＩｏＴ（“モノ”のインターネット）の開発が加速されると期待され

ます。 

 

＜研究の背景と経緯＞ 

 ＩｍＰＡＣＴ 原田 博司 プログラム・マネージャーの研究開発プログラムでは、現状

のビッグデータ規模をはるかに凌ぐ「超ビッグデータ」の創出・活用を可能とする超ビッグ

データプラットフォームを構築し、この技術による新たな社会応用として、製造工場へのサ

イバー攻撃、故障の撲滅を目指すファクトリセキュリティと予見先取ヘルスケア・医療サー

ビスを目指すヘルスセキュリティに関する研究開発を行っています。 

 この超ビッグデータプラットフォームの実現のためには各種センサー、メーター、モニタ

ーなどの計測器に無線デバイスを備え、創出されたビッグデータをインターネットなどを介し

て効率的に処理エンジンに伝送する必要性があります。これは、ＩｏＴとも呼ばれています。 

 この無線デバイスによるネットワーク実現のためには、高品質で長距離かつ安全で低消費電力な

ネットワーク技術が必要となります。こうした中、京都大学 原田 博司 教授は低消費電力でＩｏＴを

実現する無線伝送方式を開発し、米国の無線標準規格ＩＥＥＥ ８０２．１５．４ｇ注２）として国際標準化

をしました。そして、ＩＥＥＥ ８０２．１５．４ｇ規格の低消費電力無線伝送技術とＩＰｖ６による多段中継

技術を利用した相互運用可能な新国際無線通信規格Ｗｉ－ＳＵＮ ＦＡＮ注３）に準拠した無線機の開

発に成功し、平成２７年１１月１４日に報道発表しました。 

 このＷｉ－ＳＵＮ ＦＡＮは、米国ＩＥＥＥ ８０２．１５．４／４ｇ／４ｅを無線伝送部に採用し、米国ＩＥＴＦ 

６ＬｏｗＰＡＮ注４）を介してＩＰｖ６パケットの伝送を可能とし、米国ＩＥＥＥ ＲＰＬ（ＩＰｖ６ Ｒｏｕｔｉｎｇ Ｐｒｏｔｏ

ｃｏｌ ｆｏｒ Ｌｏｗ ｐｏｗｅｒ ａｎｄ Ｌｏｓｓｙ ｎｅｔｗｏｒｋ）による多段中継技術、米国ＩＥＥＥ ８０２．１ｘの認

証方式を利用した、通常の無線ＬＡＮと同様の手軽さでＩｏＴを実現できるシステムです（図１）。しかし、

ＩＰなどのネットワーク層でのルーティングをベースにしたものであるため、データパケット長が長くな

り、工場や防災現場、農地など、電源供給が制限された環境におけるセンサーやモニターでは電池

寿命が短いことが課題となっていました。そこで、Ｗｉ－ＳＵＮ ＦＡＮほどの手軽さはないものの、デ

ータパケット長が比較的短いデータリンク層での低消費電力なルーティング、いわゆるＬ２Ｒの国際

無線通信規格策定が急務とされていました。 

  米国ＩＥＥＥ ８０２委員会においても、このＬ２Ｒの標準化を行うＩＥＥＥ ８０２．１５．１０委員会が

立ち上がり、京都大学は情報通信研究機構と共同で技術提案を行い、その平成２９年１月に標準

化が終了しました。しかし、その最終承認された仕様に対応した無線機は開発されていませんでし

た。 

 

＜研究の内容＞ 

今回の研究内容は大きく２つに分けることができます。まず、ＩＥＥＥ ８０２．１５．１０最終標準仕

様に対応した基礎無線機（図２）を世界で初めて開発し、同無線機を複数台用いて、多段中継を利

用したＩＰ通信を行う基礎実験に成功しました（図３）。 

 

この無線機は、以下の機能を持ちます。Ｗｉ－ＳＵＮ ＦＡＮとの比較を図１に示します。 

• 日本で運用上必要となるＩＥＥＥ ８０２．１５．４／４ｇ／４ｅに対応した物理層、データリンク

（ＭＡＣ）層 

• ＩＥＥＥ ８０２．１５．１０を用いたデータリンク層でのルーティングを用いたメッシュ型多段中

継の実現 
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ＩＥＥＥ ８０２．１５．１０は低消費電力なメッシュ型多段中継の実現はできますが、広域に数百

のセンサー端末がある場合（図４）、特定の通信品質の良い端末が中継点となってしまい、各端

末の送信回数に偏りが出てくることが明らかになりました（図５上）。そこで、ＩＥＥＥ ８０２．１５．１０

標準のインターフェースを保ちつつ、累積送信回数を加味したルーティング法を京都大学で新た

に開発しました。このルーティング法を用いることにより、用いない場合と比べ送信回数の偏りを

最大５０％程度低減することが計算機シミュレーションで確認できました（図５下）。この通信プロト

コルも今回開発した無線機に搭載しました。 

 

＜今後の展開＞ 

 この無線機の開発により、工場や防災現場、農地など、電源供給が制限された環境におけるＩｏＴ

の開発が加速されると期待されます。今後は、このような環境での屋外伝送の特性評価を行います。

また、Ｗｉ－ＳＵＮ アライアンス 注５）内の電源供給が制限された環境におけるＩｏＴ用通信仕様の策定

を行うＲＬＭＭ（Ｒｅｓｏｕｒｃｅ Ｌｉｍｉｔｅｄ Ｍｏｎｉｔｏｒｉｎｇ ａｎｄ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ）ワーキンググループに

おいて、製造企業間の相互接続性認証のための仕様を策定していく予定です。 

 なお、本研究のＩＥＥＥ ８０２．１５．１０に対応した通信プロトコルを実現する通信ソフトウェアは、

京都大学より技術移転が行われる予定です。 

 

＜参考図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 開発した無線機の通信スタックおよび既開発のＷｉ－ＳＵＮ ＦＡＮ通信スタックとの比較 

ＩＰ層が無いためにシンプルな構成に。 
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図２ 開発した無線機の外観（アクセスポイントとしても使用可能） 

周波数は９２０ＭＨｚ帯、変調方式はＦＳＫを利用。伝送速度は５０ｋｂｐｓもしくは１００ｋｂｐｓ。 
 

 

 
 

図３ 開発した無線機を用いた多段中継実験 

各端末がアクセスポイントへ１段近い６台の端末の中から送信先を選択し、その送信先の端末

からメッシュ型多段中継で伝送。 
 

 

 

 
 

 

図４ ＩＥＥＥ ８０２．１５．１０ で想定する端末設置環境の例 

３ｋｍ四方に２５６端末が存在し、左下のアクセスポイントに該当するルート（Ｒｏｏｔ）にデータを送

信。 
 

 

 

 

 

 

 



- 5 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

図５ ＩＥＥＥ ８０２．１５．１０および京都大学が開発した端末機会均等ルーティング法を追加したと

きの特性（計算機シミュレーションによる結果） 

上：ＩＥＥＥ ８０２．１５．１０のみを用いた場合の通信回数の偏り（特定の番号の端末だけ中継局

になる頻度が上がり、送信回数が多い）。 

下：京都大学が開発したルーティング法を追加した場合の特性。偏りの抑制が見えている。 

 

 



- 6 - 

 

＜用語解説＞ 

 

注１）ＩＥＥＥ ８０２．１５．１０ 

ＩＥＥＥ ８０２．１５．４ｇに代表される物理層およびＩＥＥＥ ８０２．１５．４ｅに代表されるデータリンク

（ＭＡＣ）層を持つＩＥＥＥ ８０２．１５．４標準の無線伝送部を用い、データリンク層のみでメッシュ型

の多段中継無線通信を行うためのルーティング法に関しての標準化を行う委員会。平成２９年１月

にその標準化が終了した。 

 

注２）ＩＥＥＥ ８０２．１５．４ｇ 

屋外で利用可能なセンサーやメーターに搭載し、エネルギーマネージメントなどを行うために必要

となる無線通信伝送部（物理層）の国際標準規格。１ホップ最大１ｋｍ程度の伝送が都市部でも実

現でき、低消費電力にＩＰｖ６などの情報を伝送できる特長を持つ。米国ＩＥＥＥ ８０２．１５委員会で

制定。京都大学 原田 博司 教授は、この標準化委員会の副議長であり、フレーム同期部コード

が強制規格に採用されるなど技術的なメジャーコントリビューターである。 

 

注３）Ｗｉ－ＳＵＮ ＦＡＮ（Ｆｉｅｌｄ Ａｒｅａ Ｎｅｔｗｏｒｋ） 

Ｗｉ－ＳＵＮアライアンスが制定するスマートメータリング、配電自動化を実現するスマートグリッド

および、インフラ管理、高度道路交通システム、スマート照明に代表されるスマートシティを無線で

実現するためのセンサーやメーターに搭載するＩＰｖ６で多段中継可能な通信仕様。２０１６年５月１６

日にバージョン１が制定。Ｗｉ－ＳＵＮ ＦＡＮワーキンググループで制定。物理層部にＩＥＥＥ ８０２．

１５．４ｇ、データリンク層に ＩＥＥＥ ８０２．１５．４／４ｅ、アダプテーション層にＩＥＴＦ ６ＬｏｗＰＡＮそ

してネットワーク層にＩＰｖ６、ＩＣＭＰｖ６、トランスポート層にＵＤＰ、そして認証方式としてＩＥＥＥ ８０２．

１ｘを採用している。また製造ベンダー間の相互接続性を担保するための試験仕様なども提供され

ている。 

  

 

注４） ＩＥＴＦ ６ＬｏＷＰＡＮ 

ＩＥＥＥ８０２．１５．４で標準化された物理層、ＭＡＣ層方式で効率的にＩＰｖ６のパケットを伝送する

ためのインターフェースをするための仕様。ＩＥＴＦで規格化されている。ＩＰｖ６はアドレス等を記載す

るヘッダ部分の情報が大きく、センサー系の無線システムで伝送するために負荷がかかる。そのた

めに、ヘッダ部分を圧縮することを行う。また、ＩＰｖ６のデータ部分の情報部分が大きくなった場合は、

分割して伝送することを行う。 

 

 

注５）Ｗｉ－ＳＵＮアライアンス 

ＩＥＥＥ ８０２．１５．４ｇ規格をベースにエネルギーマネージメント、防災、工場などの各種アプリケ

ーションを実現するために他のオープンな国際標準規格と融合させ、製造メーカー間で相互接続可

能な国際無線通信規格「Ｗｉ－ＳＵＮ Ｐｒｏｆｉｌｅ」を制定する任意団体。現在会員企業は全世界に１０

０社以上。スマートメーターと宅内エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）との間の通信規格「Ｗｉ－ＳＵ

Ｎ ＥＣＨＯＮＥＴ」は全国の電力会社に採用。今後は東京電力管内で２０００万台以上出荷される予

定。詳細は http://www.wi-sun.org を参照。 

 

 


